
   
 

~ 1 ~ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜重点施策１＞ 東京都 GAP 認証制度の推進（新規） 
＜重点施策２＞ HACCP に沿った衛生管理の導入・定着の推進（法改正） 
＜重点施策３＞ 多様化する食の提供主体による衛生管理向上への取組の推進（新規） 
＜重点施策４＞ 食品安全情報評価委員会による分析・評価 
＜重点施策５＞ 輸入食品対策 
＜重点施策６＞ 「健康食品」対策（法改正） 
＜重点施策７＞ 新たな表示制度による適正表示の推進 
＜重点施策８＞ 食品安全に関する健康危機管理体制の強化（法改正） 
＜重点施策９＞ 外国人への情報発信等の充実（新規） 
＜重点施策 10＞ 食品の安全に関するリスクコミュニケーションの推進 
＜重点施策 11＞ 総合的な食物アレルギー対策の推進 

東 京 都 食 品 安 全 推 進 計 画 
（令和３年度～令和７年度） 

重 点 施 策 
令和３年度予定 

資料 ９ 

重点施策  
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施 策 内 容 令和３年度予定 

 

１ 研修会等による生産者の認証取得の促進 

農業生産者向けに東京都 GAP を取得したことによるメリットに

ついて動画を配信する取組や普及指導員によるコンサルティング

など、生産者の東京都 GAP 取得を促進していきます。また、認証

された農産物の流通拡大を図る取組を推進していきます。 

 

 

２ 食品安全や環境保全など認証制度の特徴を消費者へＰＲ 

認証制度を紹介するパンフレットの配布や認証施設を公表する

ホームページを通じて、より多くの都民へ制度を周知することに

より制度の認知度の向上を図り、事業者の認証取得への意識を高

めていきます。 

 

 

３ ＧＡＰ農産物の流通拡大 

ＧＡＰ認証を受けた農産物については、ＰＲ冊子を作成・配布

して、消費者や食品事業者の認知度を高めるとともに、スーパー

マーケットや百貨店等での即売イベントや認証生産者と食品事業

者との商談支援などを実施し、農産物の流通拡大を支援していき

ます。 

 

１ 研修会等による生産者の認証取得の促進 

・ 認証取得者を対象とした研修会、セミナーを開催するなど、

認証取得者に対するインセンティブを与えることで、認証取

得の利点を農業者に周知 

・ 認証を取得することの利点を記載したリーフレットを作成・

配布することで、認証取得を啓発 

 

２ 食品安全や環境保全など認証制度の特徴を消費者へＰＲ 

・ 認証制度、認証ほ場・生産者をホームページや冊子により紹

介することで、多くの都民に認証制度や認証者、認証農産物

についての認知と理解を促進 

・ 小売店舗でＰＲイベントを開催することで、消費者に本制度

と認証農産物の認知を促進 

 

３ ＧＡＰ農産物の流通拡大 

・ 本制度や認証ほ場・生産者を紹介した冊子を食品流通事業者

等へ配布し、食品流通事業者の認知度を向上 

・ 小売店舗でのＰＲイベントや認証生産者と食品事業者とのオ

ンライン商談会を開催し、農産物の流通拡大を支援 

東京都 GAP 認証制度の推進 

重 点 施 策 １ 
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施 策 内 容 令和３年度予定 

 

１ HACCP に沿った衛生管理の周知及び技術的支援 

  衛生管理計画の作成・記録を補助する「食品衛生管理ファイル」

の提供や、営業施設を訪問し、それぞれの現場に応じた相談対応

や助言を行うなど、食品等事業者が、HACCP に沿った衛生管理を

速やかに導入・定着できるよう技術的な支援を行います。 

改正後の食品衛生法に基づき新たに営業許可又は届出対象とな

る事業者を含め、HACCP に沿った衛生管理に取り組む食品等事業

者からの相談を受け付ける体制を強化し、技術的助言を行います。 

 

 

 

 

 

２ 食品安全を担う人材の育成 

  HACCP に関する知識やノウハウの習得を目的とした事業者向け

の講習会を開催し、営業施設において HACCP による衛生管理を好

循環させるための HACCP 推進者を育成します。 

営業施設への立入検査や食品等事業者からの相談に適切に対応

できるよう、食品衛生監視員向けの専門研修の実施や外部研修に

派遣することにより、食品衛生監視員の資質の向上を図ります。 

 

 

 

１ HACCP に沿った衛生管理の周知及び技術的支援 

＜食品衛生管理ファイルの提供＞  

・ 衛生管理計画の作成・記録を補助する「食品衛生管理ファイ

ル」を配布 

＜有識者による訪問アドバイス＞ 

・ HACCP 導入に課題を感じている小規模飲食店等に対し、有識

者が現場を訪問し、きめ細やかなアドバイスをすることで導

入のための重点的な支援を実施 

＜HACCP に係る相談体制の強化＞ 

・ HACCP に係る相談会を開催し、衛生管理計画の作成方法、記

録のつけ方等について、有識者から事業者に技術的助言を実

施 

 
２ 食品安全を担う人材の育成 

＜HACCP 推進者育成講習会＞ 

・ 組織的な HACCP 管理手法に精通した人材を育成するための講

習会を実施 

  （令和 3 年 10 月～令和 4 年 2 月、動画配信形式で実施） 

＜食品衛生監視員の資質向上のための研修の実施＞ 

・ 食品衛生監視員向けの専門研修を実施 

・ 民間認証に関する研修に食品衛生監視員を派遣 

HACCP に沿った衛生管理の導入・定着の推進 

重 点 施 策 ２ 
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施 策 内 容 令和３年度予定 

 

１ ボランティア等の食の提供主体への衛生管理に係る技術的支援 

近年、子供食堂や認知症カフェなど、ボランティア等が福祉を

目的として食品を提供する主体が多様化しており、中には取り扱

う食材をフードバンクなどから提供を受けるなど流通形態も多岐

にわたっています。 

これら多様化する食の提供主体が安全に食品を提供できるよう

衛生管理に関するガイドラインを作成し、普及していくとともに、

こうした食品衛生の営業許可等の規制の対象外となる提供主体に

対しても、作成したガイドラインを活用し技術的支援を行います。 

 

 

２ 「新しい日常」に対応する事業者への対策の周知徹底 

新型コロナウイルス感染症の流行の影響などにより、テイクア

ウトや宅配等の新たな提供形態を開始する事業者が増加していま

す。これらの事業者に対し、食品を提供する際の適切な衛生管理

を行うための情報提供や指導を行います。 

 

１ ボランティア等の食の提供主体への衛生管理に係る技術的支援 

・ 食中毒発生の未然防止の観点から、衛生管理に関する留意す

べき事項について活用しやすいガイドラインを作成 

・ 食品衛生法に基づく許可、届出の対象外である 1 回の提供食

数が 20 食程度未満の集団給食施設、いわゆる子供食堂等への

食事提供者等の実態を保健所で把握し、必要に応じて衛生面

での助言を行うため、運営者に対し、可能な限り任意の届出

の提出を求めるべく関係部署等に周知するほか、ホームペー

ジなどを活用し衛生管理の啓発を実施 

 

 

２ 「新しい日常」に対応する事業者への対策の周知徹底 

・ 調理済食品の温度管理や適切な手洗い方法等についてホーム

ページ等で情報提供 

・ 東京都食品衛生監視指導計画に基づき、テイクアウトや宅配

等による食品の提供を行う施設の監視指導を実施 

多様化する食の提供主体による衛生管理向上への取組の推進 

重 点 施 策 ３ 
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施 策 内 容 令和３年度予定 

 

１ 海外情報などの食品安全に関する情報の収集 

  海外の食品安全に関わる違反事例や健康被害事例など、海外の政

府機関等が発信する情報や学術情報を収集・分析・整理し、重要度

の高い情報を的確に把握します。 

 

 

 

 

 

２ 食品安全情報評価委員会による情報の分析・評価 

  学識経験者と都民で構成される食品安全情報評価委員会におい

て、各種の調査で得られた情報や収集した海外情報、学術情報を分

析し、その信頼性や都民に対する情報提供の必要性などを評価しま

す。 

 

３ 都民等への情報発信 

食品安全情報評価委員会の評価に基づき、食品の安全に関する情

報をホームページ、ＳＮＳ、リーフレットや啓発動画の配信等によ

って、より分かりやすい内容で的確かつ効率的に都民に発信してい

きます。 

 

１ 海外情報などの食品安全に関する情報の収集 

＜食品安全情報の収集＞ 

・ 「食の安全に係る海外情報検索システム」を活用し、海外情報、

学術情報を随時収集 

・ 国や自治体等の情報配信機関からの関係情報を随時収集 

・ 庁内関係局が実施した調査等の活用 

 

 

 

２ 食品安全情報評価委員会による情報の分析・評価 

・ 食品安全情報評価委員会を開催し、安全情報を分析、評価 

 

 

 

 

３ 都民等への情報発信 

・ 食品安全情報評価委員会の評価結果に基づく情報をリーフ

レット及びホームページ等で提供 

食品安全情報評価委員会による分析・評価 

重 点 施 策 ４ 
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施 策 内 容 令和３年度予定 

 

１ 専門監視班による監視の実施 

健康安全研究センターに設置している輸入食品監視班が、輸入

事業者に対し、輸入届出書などの帳票類の管理や取扱う食品表示、

保管状況等について、重点的に監視指導を行います。 

 

２ 輸入食品の検査の実施 

輸出国における生産、製造、加工状況や検疫所における違反事

例の情報などに基づき適切な検査項目を設定し、残留農薬、食品

添加物、カビ毒、遺伝子組換え食品、動物用医薬品などの検査を

効果的に実施して、輸入食品の安全確保を図ります。 

 

３ 輸入事業者の自主管理の支援 

自主管理に関する点検票を用いて、現地施設に対する衛生管理

の確認や事故発生時の対応など、輸入事業者の管理体制を把握し

ます。その結果に基づき、事業者の取組状況に応じた指導を行い、

自主管理の取組を支援します。 

 

４ 輸入事業者講習会の開催 

輸入事業者を対象に違反事例や関係法令に関する最新情報を提

供し、事業者の自主的な衛生管理に対する意識の向上を図ります。 

 

 

１ 専門監視班による監視の実施 

・ 輸入事業者や輸入食品を取り扱う倉庫事業者へ立ち入り、監

視指導を実施 

 

 

２ 輸入食品の検査の実施 

・ 東京都食品衛生監視指導計画に基づき、検疫所において発見

された違反事例等を勘案し、輸入食品の検査を実施 

 

 

 

３ 輸入事業者の自主管理の支援 

・ 輸入事業者を対象に、輸出国における食品等の衛生的な取扱

いや従業員の教育状況、衛生管理の体制等を点検・確認 

 

 

 

４ 輸入事業者講習会の開催 

・ 輸入事業者講習会を開催 

（令和 4 年 2 月、動画配信形式で実施） 

 

 

輸入食品対策 

重 点 施 策 ５ 
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施 策 内 容 令和３年度予定 

 

１ 流通市販品に対する監視指導 

店頭やインターネット等を通じて販売されている市販品の試買

調査を実施し、内容成分や表示事項の確認を行うとともに、イン

ターネット広告等も定期的に調査します。 

調査の結果、法令に違反している場合は、事業者の指導を行う

とともに、製品を市場から排除します。 

 

２ 指定成分等含有食品の表示制度や健康被害事例報告制度の適切

な運用 

食品衛生法等の改正により、創設された「指定成分等含有食品

の健康被害事例報告制度」について、国や関係機関と連携し、適

切に運用していきます。 

また、指定成分等含有食品を取扱う事業者に対し、適正表示等

に係る監視指導を行います。 

 

３ 「健康食品」による健康被害事例専門委員会の運営 

公益社団法人東京都医師会、公益社団法人東京都薬剤師会等と

連携して「健康食品」との関連が疑われる健康被害情報を効率的

に収集します。 

収集した情報は、学識経験者で構成される健康被害事例専門委

員会において分析、評価し、必要に応じて医療関係者等に情報提

供することで「健康食品」による健康被害の拡大防止を図ります。 

 

４ 事業者講習会の開催 

「健康食品」の製造・輸入・販売等を行う事業者を対象に講習

会を定期的に開催し、食品衛生法や食品表示法、医薬品医療機器

等法、健康増進法、景品表示法など「健康食品」に関係する法令 

 

１ 流通市販品に対する監視指導 

・ 試買調査の実施 

・ 医薬品成分を検出した製品に対する違反措置の実施 

・ 不適正な表示・広告に対する改善指導等の実施 

 

 

 

２ 指定成分等含有食品の表示制度や健康被害事例報告制度の適

切な運用 

・ 健康被害情報の届出受理時の国への報告等、適切に対応 

・ 指定成分等含有食品を取扱う事業者に対し、適正表示等に係

る監視指導を実施 

 

 

 

３ 「健康食品」による健康被害事例専門委員会の運営 

・ 「健康食品」による健康被害事例専門委員会の開催 

 

 

 

 

 

 

４ 事業者講習会の開催 

・ 健康食品取扱事業者講習会を開催し、食品衛生法及び食品表

示法改正内容等を周知 

 

「健康食品」対策 

重 点 施 策 ６ 
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の内容や違反事例等を周知することにより、意識の向上を図り、

「健康食品」による危害の未然防止、表示・広告等の適正化を推

進します。 

 

 

５ 「健康食品」の正しい使い方などホームページや啓発資材等を

通じた都民への普及啓発 

「健康食品」の正しい利用方法などについて、講習会、広報誌

などを活用して広く普及啓発するとともに、「健康食品」に関する

情報を掲載したサイト「健康食品ナビ」等を通じて最新の注意情

報や分かりやすい啓発動画などを随時発信し、「健康食品」による

健康被害の未然防止を図ります。 

 

６ 機能性表示食品制度への適切な対応 

事業者の責任で科学的根拠に基づいた機能性を表示する機能性

表示食品制度について、事業者への制度の周知を行うとともに、

都民へ正しい利用方法などの普及啓発を行うなど、適切に対応し

ていきます。 

 

 

 

 

 

 

５ 「健康食品」の正しい使い方などホームページや啓発資材等を

通じた都民への普及啓発 

・ 試買調査結果等についてホームページによる情報提供 

・ リーフレット等を活用し、都民へ普及啓発を実施  

・ 若年層を対象とした専用ホームページによる情報提供 

 

 

 

６ 機能性表示食品制度への適切な対応 

・ 制度周知のため、健康食品取扱事業者講習会などを実施 

・ リーフレット等を活用し、都民へ普及啓発を実施（再掲 6-5） 
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施 策 内 容 令和３年度予定 

 

１ 国など関係機関との連携 

  不適正な食品表示に対する監視の強化を図るため、東京都食品

表示監視協議会を通じて警視庁や農林水産省などと定期的に情報

共有や意見交換を行い、連携体制を強化します。 

また、食品表示を所管する消費者庁をはじめとした国の関係省

庁や他自治体などとも連携し、適正表示の推進を図ります。 

２ 新しい制度に応じた相談・監視の実施 

  食品表示法の全面施行や順次改正される食品表示基準など新し

い表示制度に対する相談対応や監視指導を実施します。 

健康安全研究センターに設置された食品表示監視班により、国

などからの不適正表示に関する通報に対して専門的な調査を実施

し、適正表示の徹底を指導します。 

さらに、消費生活調査員を広く都民から公募し、食品表示に関

する調査を協働で行うなど、地域における適正表示を推進します。 

３ 適正表示推進者の育成 

食品関連事業者を対象に「食品の適正表示推進者育成講習会」

を開催し、食品表示に関する正しい知識を付与することにより、

事業施設における適正な食品等の表示を推進する核となる人材を

育成します。 

また、受講者を「食品の適正表示推進者」として登録し、最新

の法改正の内容など食品表示に関する知識を継続的に付与する講

習会を実施することにより、事業者による適正表示を推進してい

きます。 

４ DNA 分析等による食品表示の科学的検証の実施 

農畜水産物等の品種や産地など、外見では見分けることが困難

な食品表示の適否について、DNA 分析等の科学的な手法により検

証し、効果的な調査や監視指導を行います。 

 

１ 国など関係機関との連携 

・ 東京都食品表示監視協議会の開催（2 回） 

 

 

 

 

２ 新しい制度に応じた相談・監視の実施 

・ 新制度への対応とあわせ、令和 4 年 4 月 1 日に全面施行され

る原料原産地表示制度等の新しい表示制度の対応に向けた相

談・普及啓発を実施 

・ 健康安全研究センター食品表示監視班及び消費生活調査員に

よる調査を実施 

・ 令和 3 年 6 月 1 日に開始された自主回収届出制度への適切な

対応 

３ 適正表示推進者の育成 

・ 適正表示推進者育成講習会の開催（11 月、動画配信形式で

実施） 

・ フォローアップ講習会の開催（令和 4 年 2 月頃、動画配信形

式で実施） 

 

 

 

 

４ DNA 分析等による食品表示の科学的検証の実施 

・ DNA 分析や同位体分析等により、袋詰米穀、生鮮食品、遺伝

子組換え食品、加工食品の表示調査を実施 

新たな表示制度による適正表示の推進 

重 点 施 策 ７ 
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施 策 内 容 令和３年度予定 

１ 広域連携協議会等を活用した関係機関との連携体制の構築 

食品衛生法の改正において、国と関係自治体の連携や協力の場

として設置された「広域連携協議会」を活用するとともに、警察、

庁内各局等の関係機関が連携を強化し、健康被害の拡大防止を図

ります。 

 

 

 

 

 

２ 緊急時対応マニュアル等に基づく訓練の実施 

平常時から関係者間の訓練を実施することや、緊急時対応マニ

ュアルなどの実効性を確保するために、関係各局及び関係機関が

参加する訓練を通じたマニュアルの検証を行うことなどにより、

緊急時における対応能力の向上を図ります。 

  

 

１ 広域連携協議会等を活用した関係機関との連携体制の構築 

＜国、関係自治体との連携＞ 

・ 関東信越厚生局主催の広域連携協議会への参加 

・ 全国食品衛生主管課長連絡協議会等により、緊密な連携体制

を確保 

 

＜庁内関係各局との連携＞ 

・ 食品安全対策推進調整会議幹事会を開催  

 

 

２ 緊急時対応マニュアル等に基づく訓練の実施 

・ 都区市の食品衛生監視員を対象とした危機管理訓練の実施 

・ 中央卸売市場食品危害対策マニュアルに基づく机上訓練の実

施 

 

食品安全に関する健康危機管理体制の強化 

重 点 施 策 ８ 
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施 策 内 容 令和３年度予定 

 

１ 外国人の食品関係従事者への情報発信 

  衛生管理の基礎知識を啓発するマニュアルやポスターを集約し

たガイドブックを作成し、飲食店等の外国人従事者に対し、衛生

管理手法を啓発しています。 

 

 

 

２ ホームページ等を通じた食品安全情報の発信 

都のホームページ「食品衛生の窓」に掲載する一部コンテンツ

の多言語化を進め、食品安全に関する情報や都の取組などを発信

していきます。 

 

３ 飲食店等における利用者への食物アレルギー等の情報提供の支

援 

  飲食店等において、従業員と外国人利用者との円滑なコミュニ

ケーションを支援する「アレルギーコミュニケーションシート」

の活用を促進します。 

また、飲食店事業者を対象とした講習会において、アレルギー

コミュニケーションシートが広く活用されるよう周知を行いま

す。 

 

 

１ 外国人の食品関係従事者への情報発信 

・ 衛生管理の基礎知識や手法について多言語で説明する飲食店

向けガイドブック（やさしい日本語/英語/中国語（繁体字・

簡体字）/韓国語）の作成、配布 

 

 
 

２ ホームページ等を通じた食品安全情報の発信 

・ ホームページ「食品衛生の窓」の英語ページのコンテンツ（ス

マートフォン版含む）について、随時、追加・更新 

 

 

３ 飲食店等における利用者への食物アレルギー等の情報提供の支

援 

・ 外国人も含めた利用者へのアレルギー対策に対する飲食店向

け講習会を開催（7 月、動画配信） 

・ 講習会等でのアレルギーコミュニケーションシートの周知 

 

 

外国人への情報発信等の充実 

重 点 施 策 ９ 
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施 策 内 容 令和３年度予定 

 

１ 参加型のイベントやシンポジウムの開催などによる関係者の活

発な意見交換 

関係者が様々な機会を通じ、それぞれの考え方や取組について、

情報や意見交換を行います。 

 

 

 

 

 

 

２ 児童等対象に応じた体験型啓発の実施 

児童や保護者を対象に、手洗い実習など、様々なテーマの体験

型セミナー等を開催し、食の安全に関する科学的知識の普及を図

ります。 

 

 

３ ホームページ、SNS、啓発資材等による情報提供の充実 

ホームページ、SNS、メールマガジン、パンフレットや啓発動画

の配信等によって、食品の安全に関する様々な情報を分かりやす

く提供することにより、食品の安全について、都民一人ひとりが

正確な理解のもとに考えることができるような環境づくりを進め

ます。 

 

１ 参加型のイベントやシンポジウムの開催などによる関係者の活

発な意見交換 

＜食の安全都民フォーラム等の開催＞ 

・ 食の安全都民フォーラム（シンポジウム形式）の開催 

・ 「食の安全都民講座」の開催 

 

＜パブリックコメントの実施＞ 

・ 東京都食品衛生監視指導計画の策定等にあたり、パブリック

コメントを実施 

 

２ 児童等対象に応じた体験型啓発の実施 

・ 「食の安全調査隊」を「食の安全こども調査隊」として実施 

夏休み時期に自宅学習資材の送付により実施 

・ 「夏休み子供セミナー」の開催 

夏休み時期に自宅学習資材の送付により実施 

 

３ ホームページ、SNS、啓発資材等による情報提供の充実 

＜ホームページ等による情報提供＞ 

・ ホームページ等の運営 

・ メールマガジンの定期発行 

・ Twitter 東京都「食の安全情報」による配信 

＜啓発資材による情報提供＞ 

・ 食中毒予防に関するポスター、リーフレットの作成 

食品の安全に関するリスクコミュニケーションの推進  

重 点 施 策 1 0 
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施 策 内 容 令和３年度予定 

 

１ 食品の製造・調理段階でのアレルゲン混入防止に向けた技術指

導 

  食品の製造や調理を行う施設に対して、意図しないアレルゲン

の混入防止のための技術指導や、注意喚起表示を含む適正表示を

行うための指導を行います。 

 

２ 学校、保育所、幼稚園等におけるアレルギー疾患の相談等に係

る人材の育成 

  食物アレルギーを持つ子供の日常生活の管理や、食物アレルギ

ーの症状が起きた時の緊急時対応等について、学校、保育所、幼

稚園等への関係者向けの研修や、関係各局が連携した基礎的な知

識の普及などを行い、誰もが安心して生活できる環境づくりを進

めます。 

 

 

 

１ 食品の製造・調理段階でのアレルゲン混入防止に向けた技術指

導 

・ 食品製造業や給食施設等を対象とした監視指導の実施 

・ 「食品の製造工程における食物アレルギー対策ガイドブック」

の活用 

 

２ 学校、保育所、幼稚園等におけるアレルギー疾患の相談等に係

る人材の育成 

・ 公立学校等に勤務する教職員を対象とした研修の実施（6～8

月）及び学校における校内研修の推進 

・ 保育所職員等を対象に相談実務研修を開催（3 回、動画配信

及び集会形式併用）  

・ 保育所等でアナフィラキシー症状が発生した際の対応を習得

するための緊急時対応研修を開催（1 回、動画配信） 

・ 組織としてのアレルギー対応体制の強化等を目的としたリーダー

養成研修等の開催（3回、動画配信及び集会形式併用） 

・ ポータルサイト『東京都アレルギー情報 navi.』により、研修情報・

教材等を提供 

総合的な食物アレルギー対策の推進 

重 点 施 策 1 1 

 


